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1．開   会 

 

○津幡企画調査課長 それでは、ただいまから、産業構造審議会第 19 回知的財産分科会を

開会いたします。事務局を担当いたします特許庁企画調査課の津幡でございます。どうぞ

よろしくお願いいたします。 

 本日の議事進行につきましては、益分科会長にお願いしたいと思います。どうぞよろし

くお願いいたします。 

○益分科会長 皆さん、こんにちは。東京工業大学の益でございます。この分科会長を務

めさせていただいております。よろしくお願いいたします。 

 本日も多くの議題がございますが、各議題について後ほど事務局より説明いただきたい

と思います。 

 議題に移る前に、新たな委員が加わっております。御紹介及び定足数等につきまして事

務局から説明をしていただきます。お願いいたします。 

○津幡企画調査課長 それでは、まず初めに、新たに本分科会の委員になられた方を御紹

介いたしますので、一言御挨拶をお願いいたします。 

 株式会社エムスクエア・ラボ代表取締役社長、加藤百合子委員。 

○加藤委員 エムスクエア・ラボの加藤です。よろしくお願いします。 

○津幡企画調査課長 どうぞよろしくお願いいたします。 

 続きまして、日本弁理士会会長、鈴木一永委員。 

○鈴木委員 日本弁理士会の会長をしております鈴木一永と申します。よろしくお願いい

たします。 

○津幡企画調査課長 よろしくお願いします。 

 続きまして、女子美術大学教授/ヒロタデザインスタジオ代表の廣田尚子委員。恐らくま

だ入られていないと思いますので、後ほど機会がありましたら御挨拶いただければと思い

ます。 

 続きまして、株式会社フジワラテクノアート代表取締役副社長、藤原加奈委員。本日は

御欠席のため、同社の狩山専務取締役が代理で出席されております。 
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○狩山様（藤原委員代理） フジワラテクノアートの狩山です。今日は藤原副社長の代理

で出席します。よろしくお願いいたします。 

○津幡企画調査課長 よろしくお願いいたします。 

 以上の 4 名の方に新たに委員に御就任いただきました。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 本日は、加藤委員、田村委員、廣田委員、増島委員、竹中委員にオンライン参加いただ

いております。後ほど廣田委員もオンラインで参加いただく予定でございます。 

 また、鬼頭委員は御欠席のため、名古屋大学特任教授の齋藤様が代理で出席されていま

す。また、柳川委員も御欠席ということでございます。 

 議決権を有する 17 名の委員のうち過半数を超える委員に御出席をいただいております

ので、産業構造審議会令第 9 条に基づき、本日の分科会は成立となります。 

 次に、配付資料の確認をさせていただきます。本日の配付資料は、事前にお送りしてい

ますとおり、議事次第、委員名簿、資料 1～4、それから、鬼頭委員及び竹中委員から提出

されたコメントがございます。会場の皆様、資料についてはお手元のタブレットでご覧く

ださい。 

 タブレットの使い方についてお困りになった場合には、挙手いただくなどして合図をい

ただけましたら、担当の者が対応いたしますので、よろしくお願いいたします。 

 それから、議事の公開について、一般傍聴及びプレスの方々の傍聴につきましては、ウ

ェブ傍聴に限って可能とし、配付資料、議事要旨及び議事録は原則として公開いたします

ので、よろしくお願いいたします。 

 以上になります。 

○益分科会長 ありがとうございます。 

 それでは、議事に先立ちまして、濱野長官から御挨拶をお願いいたします。 

○濱野特許庁長官 ただいま御紹介いただきました長官の濱野でございます。どうぞよろ

しくお願い申し上げます。恐縮でございますが、着席にて失礼いたします。 

 益会長はじめ委員の皆様、本日は大変御多忙の折お集まりをいただきまして、誠にあり

がとうございます。今回新たに委員をお引き受けくださいました加藤様、鈴木様、廣田様、

藤原様、厚く御礼を申し上げます。また、引き続き委員を務めていただきます皆様、どう

ぞよろしくお願い申し上げます。 

 知的財産分科会の開催に当たりまして、一言御挨拶を申し上げます。 
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 御案内のとおり、我が国を取り巻くビジネス環境の変化、加速してございまして、昨年

5 月には新型コロナウイルス感染症が 5 類感染症に位置づけられたことで、ビジネスのグ

ローバル展開も再開されてきたところでございます。このような中で、戦略的な知財経営

を展開することで社会に対して新たな価値を創造するようなイノベーションを生み出して

いくことがますます重要になっております。近年は、デジタル化や国際化のさらなる進展

への対応に加えまして、気候変動問題の深刻化、AI技術の急速な発展、多様性、包摂性へ

の促進、経済安全保障の視点での知財保護など様々な課題が生まれてございます。 

 私ども特許庁は、こうした課題を的確に捉え、大企業、中小企業及びスタートアップな

どの多様な主体による知財エコシステムの共創を通じてイノベーションの創出を促進すべ

く、世界最速、最高品質の審査をはじめとする質の高いサービスを安定的に提供するとと

もに、INPIT と協力いたしまして、中小企業やスタートアップへの支援等も実施するなど、

イノベーションの促進を支援するために様々な取組を行っているところでございます。 

 また、特許庁自身が、知財を取り巻く環境が大きく変化していく中においても、働きが

いと働きやすさの両立及びユーザーの期待により応えられる持続可能な組織を目指しまし

て、AIを活用した業務効率化やキャリアビジョン育成などの人材確保・育成等々、組織経

営改革の取組を進めているところでございます。2021 年に策定いたしました MVVとも照ら

し合わせながら、これらの取組を通じて、特許庁の組織力、そして職員個々の能力を最大

限発揮できるよう取り組んでまいります。 

 本日は、知財エコシステムを構成する多様な主体が社会に新たな価値を見出し、イノベ

ーションを創出するために必要な取組や知財行政の在り方につきまして、委員の皆様から

忌憚のない御意見、御議論を頂戴できれば幸いでございます。どうぞよろしくお願い申し

上げます。 

○益分科会長 どうもありがとうございます。 

 

2．出願・審査の現状 

 

○益分科会長 それでは、議事に入ります。まず、資料 1 を事務局から説明いただき、そ

の後、委員の皆様からの御質問、御意見をお伺いさせていただきます。途中で退席される

予定の委員の方におかれましては、資料 2から 4 についての御意見等も併せてこの機会に

発していただいても結構でございます。 
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 それでは、資料 1「出願・審査の現状」について事務局より報告をお願いします。よろし

くお願いいたします。 

○津幡企画調査課長 それでは、資料 1 をご覧ください。「出願・審査の現状」ということ

で御報告いたします。 

 まず、スライドの 1 枚目ですが、特許の出願件数の動向については、グラフにあります

とおり、2020 年以降横ばい傾向でしたけれども、昨年、2023年は前年比 3.6％増というこ

とでございます。化学分野、情報通信分野の出願が増加している一方で、機械分野につい

ては若干減少しているというところでございます。 

 次のスライドにいきまして、審査請求件数につきましては、引き続き横ばい傾向となっ

てございます。出願増が今後どのように増えていくかというのを注視していく必要がござ

います。 

 それから、スライドの 3枚目ですが、PCT 出願件数につきましては 2020 年以降横ばい傾

向ということですが、企業にヒアリングしたところ、今後、PCT 出願含めたグローバル出

願を増加させる見込みであるというお答えをされる企業がございまして、一定の増加も見

込めますが、為替レートによる影響もございますので、引き続き注視が必要と考えており

ます。 

 それから、スライド 4、意匠になります。意匠の出願につきましては、前年比で微減と

いうことですが、日本企業からの出願件数は若干減少傾向、他方で海外企業からの出願が

国際意匠登録出願にシフトしていて、こちら、前年比で増加しているという状況でござい

ます。全体としては横ばいで推移というところでございます。 

 それからスライド 5、商標の出願ですけれども、こちらにつきましては、いずれも直近 2

年で減少ということです。コロナ禍で一時的に増えていた分野、あるいは中国などの出願

減少というものが影響している。ただ、長期的には商標登録出願は高い水準で推移すると

見込んでございます。 

 それから、次のスライド、こちらからは日米欧中韓で比較したものになります。まず、

特許についてですが、中国は依然として増加しているところでございます。 

 続きましてスライド 7、PCT 出願について比較してみますと、やはり中国の伸びが大きい

ですが、近年は中国も横ばいというところでございます。 

 次に意匠について見てみますと、こちらも中国においては非常に多い出願件数でござい

ますけれども、2022 年は横ばいというところでございます。 
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 それから、商標につきましては、米中それぞれ 2020 年に大きく増加し、2021 年も高い

水準でしたが、2022 年で急減しているというところでございます。こちら、やはり新型コ

ロナが明けたということで、新型コロナ期はどうしてもマスクとかオンラインプラットフ

ォームの出願が増えていた。あるいは中国は商標法改正等をきっかけに、使用を目的とし

ない悪意の商標出願の取り締まりを強化したことなどがあり、出願件数が減っているもの

と見込まれます。 

 続きまして、スライド 10からは審査の現状についてお知らせします。まず、特許につい

てですが、2014 年に設定された政府目標、2023 年度末、今年の 3 月において、一次審査期

間は平均 10 か月以内、権利化までの期間は平均 14 か月以内とするということが目標とし

て掲げられてございます。それに向かってこれまで取り組んでおりましたが、左側のグラ

フに示しますとおり、権利化までの期間、14.7か月、一次審査まで 10 か月というのが 2022

年度全体の平均でございました。こちら、足元の状況を見ますと、2023 年度末に政府目標

を達成する見込みということで今推移してございます。 

 それから、審査の質について右側のグラフでございます。特許審査全般の質についての

ユーザー評価について経年で載せてございますけれども、ここ数年安定して質の評価をい

ただいているというところです。引き続き質の向上に向けて取り組んでございます。 

 続きまして、意匠の審査の現状になります。意匠はバッチで審査を行っておりまして、

平均的に一次審査期間は 6～7 か月ということで安定して推移してございます。 

 それから、ユーザーの意匠審査の質に関する評価につきましては右に記載のとおりで、

このような評価となってございます。 

 それから、スライド 12、商標の審査の現状でございます。2022 年度末、昨年度末に一次

審査までの期間を 6.5 か月、権利化までの期間を 8か月とする政府目標の達成に向けて、

これまで審査官増員、あるいは審査処理の効率化等の施策を実施してきておりましたが、

審査期間の短縮については実現し、昨年の 3 月、無事、政府目標を達成したというところ

でございます。 

 それから、商標審査の質全般については、右に記載のとおりの評価をいただいてござい

ます。 

 それから、スライド 13、こちらからは審査の取組についての御説明になります。まず、

特許につきましては、2014年度から 10年間かけて知財政策に関する基本方針という中で、

世界最速、最高品質、国際展開というものを掲げて取り組んできてございます。 
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 施策 1 については、先ほど御説明したとおりで、達成する見込みでございます。今後、

2024 年度 4 月以降、世界最速、最高品質の特許審査を基礎としたイノベーション創出支援

ということで取り組んでまいりたいと思ってございます。 

 その中で施策 1につきましては、審査の迅速性の維持ということで、昨今、AIなどの新

たな技術の発展、あるいは技術の複合化・融合化等々困難な状況が続いてございますけれ

ども、引き続き、我が国が誇る世界最速の特許審査を維持するということを堅持していき

たいと思ってございます。 

 それから施策 2、「質のさらなる向上」ということで、出願人とも共創しつつ、世界に通

用する、「強く・広く・役に立つ権利」を創出していくように取り組んでいきたいと思いま

す。 

 それから施策 3、「環境変化に対応したイノベーションの創出支援」とございます。外部

環境変化にも適切に対応できるような取組ということで、例えばスタートアップ等に対す

るプッシュ型支援、あるいは特許出願非公開制度の着実な実施、こういったものが入って

きてございます。ユーザー等の関係者を競争パートナーとしながら、特許審査部門の新た

な機能を発揮してまいりたいと思っております。 

 それから施策 4、「知財外交の推進」とあります。これまでも日本企業の国際展開を支援

するため、審査実務などを新興国等に浸透させてきておりますが、引き続き、こういった

我が国発のイノベーションの海外における保護・活用等、国際協力に向けて、これまで醸

成してきた外国特許庁の審査官との信頼関係をさらに強化・拡充してまいりたいと思って

おります。 

 こういった取組を着実に実施するためには、やはりイノベーションの創出支援の土台で

ある長期的に安定した審査体制を整備することが不可欠ということでございます。 

 左下にございますが、今後、AI の活用による質と生産性の向上、あるいは柔軟性を向上

させた対応、あるいは必要なリソースの整備というところを取り組んでいきたいと思って

ございます。 

 続きましてスライド 14、意匠審査に関する取組でございます。意匠審査部門では、ユー

ザーが安定した意匠権を適時に取得・活用しやすい環境を実現するため、令和 3年度に立

てた中期計画に基づいて、以下、5つの柱に沿って取組を進めてございます。 

 第 1のところでは、迅速な審査ということで、実施庁目標、平均一次審査まで 5～7 か月

を達成すべく、審査スケジュールを策定し、徹底した期間管理を実施していくということ
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等を取り組みます。 

 また、第 2では質の向上ということで、強く・広く・役に立つ意匠権を設定すべく対応

してまいります。 

 第 3では、意匠審査実務及び知財行政に必要な能力の向上ということで、審査官も学会・

セミナー等に参加し、最新の技術・デザイン情報を把握するとともに、行政官として幅広

い視野を持つように、現場実習であったり研修等を実施してまいりたいと思っております。 

 第 4においては、ユーザーニーズの把握ということですが、面接審査、あるいは企業訪

問等を通じて意匠審査に関するユーザーニーズ等について情報を把握しつつ、意匠関連施

策を積極的に外部に紹介してまいりたいと思っております。 

 それから、第 5は働き方の改革ということで、審査官、職員が生産性高く働きやすい職

場環境をつくって、審査全体に取り組んでまいりたいと思います。 

 それから、資料 1の最後、スライド 15になりますけれども、商標審査に関する取組とい

うことで、昨年法改正されました商標法におきまして、新たにコンセント制度、あるいは

他人の氏名を含む商標の登録要件緩和がございましたけれども、こちら、それぞれ審査基

準及び便覧のほうの改訂準備を進めてございます。本年 4 月 1日以降の出願に適用される

ということで今準備しておりますが、基準については先月 28 日に公表済みでございます。 

 それから、右側ですけれども、先ほど政府目標達成ということをお伝えいたしましたが、

引き続き、質の維持向上とともに、適正な審査期間を堅持すべく審査業務の効率化及び審

査体制の充実を図ってまいりたいと思います。 

 資料 1 につきまして、事務局からの説明は以上になります。 

○益分科会長 ありがとうございました。 

 それでは、資料 1 について御質問、御意見をいただきたいと思います。まず、会場にい

らっしゃる皆様は、御発言の際には挙手をお願いします。御発言の際はできるだけマイク

に近づいて御発声をお願いいたします。正面のマイクの赤いボタンを押してください。ま

た、オンラインで御出席の皆様につきましては、挙手ボタンを押していただくようお願い

します。順に指名させていただきますので、御発言の際は、マイクとカメラをオンにして

ください。発言が終わられましたらオフとしていただければ幸いでございます。 

 それでは、委員の皆様、御発言ございますでしょうか。 

 どうぞ、長澤委員。 

○長澤委員 長澤でございます。 
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 特許庁様の努力については産業界も知的財産協会も非常に評価しているところでござい

ますが、その中で気がついた点だけ申し上げます。 

まず、特許審査の「世界最速」というのは数字から見れば明らかなことでして、最速で審

査していただいており、大変助かっております。 

 「最高品質」に関しては、スライド 10 の満足度のところを見るとほぼ横ばい、満足とい

うのは若干少なくなっていて、ただ、不満足というのも若干少なくなっています。特許審

査の品質について少し聞き込みをした感じでは、G06Q の分類、とりわけ、AIを使った電子

商取引関連の出願において、やはりちょっとこれは特許にしては拙いかという件が散見さ

れ、一方では厳しい審査をしている審査官もおられ、若干ばらつきを感じるところはござ

います。 

 ただ、AI 担当官を増員したという話を聞いております。具体的には、2021 年時点で 10

名だったところが、昨年 10月時点では 40名にまで増やした、と伺っておりまして、その

効果がこれから出てくるであろうと思います。その改善効果については、注視していきた

いと思っているところでございます。 

 次、商標については、今回の資料にもありますように、3 条 1 項の 1 号から 3 号のとこ

ろの審査の基準が少し安定してきているのではないかと思います。審査を甘めにしてしま

うと、パンフレット一つ作るにも商標調査に多大な時間をかけなければいけないという結

果になりますので、そういう意味では非常に好ましい傾向になっているのであろうと思っ

ております。 

 それから意匠ですが、これはなかなか諸刃の剣でして、広い意匠権、確かにそれは創作

者にとっては有り難いのですが、昨今、AI を使って出願される方も数多くおりまして、逆

に、新しいデザインを考えるときに拘束感を受けているというような業界もあるように聞

いております。従って、強い権利保護と創作意欲の低下という相反関係にある両視点を頭

に置いていただいて、バランスの取れた審査基準でやっていただけたらありがたいと思っ

ています。 

 資料 1 についてはそれぐらいです。ありがとうございました。 

○益分科会長 ありがとうございます。何かコメントございますか。 

○今村調整課長 調整課長をしております今村です。 

 長澤委員、どうもありがとうございます。先ほど御指摘いただきました、特に電子商取

引の部分ですね。AI 関連等の発明、出願が増えてきているというところも背景にあるのか
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もしれません。今、御発言がありましたように、AI担当官ということで、各技術単位全て

に AI 担当官を置かせていただきました。それから、また後ほど説明があるかと思います

が、外部の有識者を AI アドバイザーという形で助言等をしていただけるような方も設置

しまして、AIに関する審査体制のほうもしっかりと整えていこうと考えております。 

 いずれにしても、個別の案件等あればまたお知らせいただきまして、こちらでもしっか

り分析して対応させていただきたいと思っております。 

 以上です。 

○益分科会長 ありがとうございます。ほかに御質問、御意見等ございますでしょうか。 

 どうぞ、中村委員。 

○中村委員 中村でございます。 

 御説明ありがとうございました。ちょっと私の勉強不足というところもあるのですけれ

ども、先ほど長澤委員が言われた G06分野のところですね。当社においても、いわゆる AI

を活用したこういった出願が非常に増えてきています。今のお話で、国内のばらつきの問

題もあるのですけれども、諸外国との基準の違いというところをどう把握されているのか

なというところ。一例を挙げると、日本と例えばヨーロッパでかなり基準が違っていると

いうことで、グローバルの知財というのは今や当たり前ですので、その辺りの基準のとこ

ろをどう御庁が把握されているかというところと、仮にばらつきが非常にあるのであれば、

どのような形でそれを合わせていくというのですか、ハーモナイゼーションをどのように

お考えかというところをお聞かせいただけると幸いです。 

○益分科会長 ありがとうございます。お願いします。 

○今村調整課長 ありがとうございます。今、御指摘のありました点でございますけれど

も、今年度、AIに関する基準と、あとユーザーの皆さんの御意見といったところも含めて

調査研究をやってございます。欧州については、この日本と欧州の審査基準、それから運

用の比較について、実例をベースに比較しまして御提供させていただくということを考え

ております。 

 やはり欧州はコンピュータソフトウェアとか、そういったものは取りにくいといったと

ころもございます。その辺りについてもしっかり比較をさせていただいて、皆様に分かり

やすいように御提供させていただく予定でおります。 

 以上です。 

○益分科会長 ありがとうございます。ほかに御意見、御質問。 
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○津幡企画調査課長 すみません。マイクシステムの都合で、もうちょっと大きな声で、

皆さん、もしくはマイクの位置をちょっと調整していただいて御発言いただければと思い

ます。 

○小松委員 小松でございます。これぐらいでよろしいですか。 

○益分科会長 はい。 

○小松委員 まず、いろいろ御準備いただきまして、計画どおりに進んでいるということ

は大変喜ばしいことだと思っております。どうもありがとうございます。 

  私の質問は、スライドの 6、7、8で、国際比較ですとか、あと出願件数トータルの数

値というのはこちらで十分拝見できるのですけれども、例えば国として力を入れているイ

ノベーションに関係する分野、例えば GXといった、日本としてこれから強化したいと、日

本企業もそうですし、国としてもそうだと言っている項目での国別出願件数というものは

特許庁内で集計を取られており、かつ、何らかの機関において分析なり開示とかされてお

られるのでしょうか。 

 ネットで調べましたところ、例えばグリーンイノベーション、ライフイノベーションに

ついての調査結果、国際比較というのを発見いたしまして、これが実施されたのは 2021年

だと思うのですけれども、データ自体は 2016 年までのデータということで少し古いもの

でした。推進されているイノベーション分野はコーポレートガバナンス・コードで企業が

積極的に発信していくことになると思うのですけれども、今後、こういった分野で国別の

出願データ・分析をタイムリーに一般国民が知るようなことはこれから期待してもよろし

いのでしょうか。 

 すみません。たくさんあって申し訳ありませんが、よろしくお願いします。 

○津幡企画調査課長 御質問ありがとうございます。GXとかいろいろあるとは思うのです

けれども、まず、特許庁で年次報告書というものを出してございまして、こちらの中で各

技術分野ごとの統計数字については記載して、公表してございます。その中で、例えば、

先ほどのグリーン関係ですと、いろんな技術分野にまたがってしまうということで、なか

なか拾い切れないということもありまして、今回、GXTIみたいな形で出させていただいて

いるところでございます。それ以外のところについて、どういったニーズがあって、もし

くはそれに我々対応できるか、ちょっと今後検討していきたいと思いますけれども、そう

いった必要な情報等にアクセスできるような環境をつくっていきたいと思っております。 

○小松委員 そちらのデータは国際比較も込みということですか。 
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○津幡企画調査課長 ちょっと確認させていただきます。 

○益分科会長 ほかにいかがですか。 

 竹中委員、よろしくお願いします。 

○竹中委員 すみません。今、ヨーロッパに出張中で、事前に、朝 6 時なものですから、

参加できないかと思いましたが、時差ぼけで、起きたので参加させていただいています。 

まず、今の御発言の中で、コンピュータ関連、ソフトウェア関連発明の特許性につきまし

ては、私の印象では、日本だけ、特に発明性はアメリカ及びヨーロッパに比べて緩いかな

と思いますが、ほかの要件を比べたら、全体としての特許性の基準は厳格となっていて、

違いはないのかなと考えているところがありまして、またもう一度比較調査していただけ

ればと思っています。私見としては、日本だけ独自の路線をとるというのもいいのかなと

思ったりもしております。 

 あと、御発表の統計につきまして実用新案が含まれていませんけれども、ドイツに比べ

て出願数が半分というのが気になっております。オープンイノベーションにおける中小企

業や個人発明家の役割の拡大を考えると簡易で早期権利化により使い勝手のよい制度とし

ての改善が必要ではないでしょうか。そういうこともありまして、ドイツの実用新案とい

うのがドイツでは非常に重要な役割を持っていると思います。 

 あと、意匠についてですけれども、法改正を行ったのに出願件数が全く増加していない

ということが気になりました。 

 以上です。 

○益分科会長 ありがとうございます。何かコメントございますか。 

○今村調整課長 竹中先生、どうもありがとうございました。実用新案のところにつきま

しては、実用新案を利用されているユーザーの声を聞きながら、それから諸外国、今、ド

イツの話がありましたけれども、そういったところの制度等もよく調べながら、もし日本

に足りないところがあって、ユーザーとしてそういった制度を使いたいということであれ

ば、またその辺りは引き続きしっかりと検討させていただきたいと思います。 

 以上です。 

○益分科会長 ありがとうございます。お願いします。 

○久保田意匠課長 意匠課長の久保田です。 

 竹中先生、どうもコメントありがとうございます。意匠法は、御承知のとおり、令和元

年に大きな改正をしまして、画像、建築物、内装といった新しい保護対象を追加したとこ
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ろで、2020 年からこの受け付けを開始しているところでございます。 

 スライドを見ますと、御指摘のとおり、出願全体の件数は横ばいということなのですが、

ちょっと今日はスライドにないのですけれども、分野別にこれを見ていきますと、画像に

ついては、今、年間 2,000件ぐらいの出願を受け付けております。もともと物品の部分と

しての画像の出願を受け付けていたのですけれども、その頃は 1,000 件程度でしたから、

そこから比べると 2 倍の出願に増えているというところです。それから、建築物について

は年間 400 件程度が入ってきていて、内装については年間 300件程度は入ってきていると

いうことで、法改正によって新たに追加した保護対象については順調に出願が入ってきて

いるという状況です。 

 一方で減っている分野としましては、情報通信機器の分野の出願減が顕著でございます。

企業の方等へのヒアリング等を通じて、その辺りの原因が何かと、心当たりはないかと聞

いたところ、大きな要因としては、これはスライドのほうでもちょっと御案内ありますけ

れども、開発製品数が減少しているということで、出願戦略を見直したとかそういうこと

ではなくて、単純に出願対象となる製品数が減っているということが一番大きな要因だと

聞いております。 

 私からの説明は以上になります。 

○益分科会長 ありがとうございます。多分、今ので御回答にはなっていたかと思われま

す。ほかに御意見ございますでしょうか。 

 どうぞ。 

○齋藤様（鬼頭委員代理） 先ほど御紹介いただきました、名古屋大学の齋藤でございま

す。 

 委員の鬼頭が、本日出席がかなわなかったために、コメントを提出申し上げております。

同じく名古屋大学知財・技術移転部門の齋藤から口頭で簡単に御紹介させていただきます。 

 3 頁等に出願の統計推移を示していただいていますけれども、本学としましても、大学

知財ガバナンスガイドライン等を踏まえまして、単独出願や海外出願の重要性が高まって

いるということを十分に認識し、出願費用を確保しております。 

 審査結果のタイミングにつきましては、引き続き適宜早期審査を活用させていただきま

すが、一般的には、FA や STP が早くなったり遅くなったりするというよりは、予見性のあ

るタイミングで審査結果を出していただくと有難く存じます。 

 審査体制につきましては、大学でも優秀な理系の人材を確保することは難しくなってい
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ますが、審査官のようなイノベーションを推進する人材も重要ですので、引き続き確保し

ていただければと考えております。 

 以上、3点申し上げます。よろしくお願いします。 

○益分科会長 ありがとうございます。それでは、あとお二人、田村委員、狩山様で、田

村委員からお願いできますか。 

○田村委員 オンラインで参加しております、東京大学の田村です。 

 一言、竹中委員の御発言に続いてということでございます。実用新案の必要性に関して、

あるいは改善の必要性に関してですけれども、ドイツのお話がありました。ただ、御案内

のように、実用新案がそもそもない国のほうが多いので、ある国でどうかという、そもそ

も必要かどうかというところも含めて、もし検討するならば、ドイツだけではなくて、実

用新案制度が本当に改善に値するほど産業政策に寄与するものかどうかといった観点から

の検討も必要になるのではないかと思います。もし検討するのであればということでござ

いました。 

 以上です。 

○益分科会長 ありがとうございます。では、狩山様、お願いします。 

○狩山様（藤原委員代理） フジワラテクノアートの狩山です。 

 審査で、権利化までの期間なのですけれども、当社は中小企業なので、早期審査、申請

しますけれども、大体申請から 3 か月から 6 か月で権利化になっていて、事業化において

非常に有利だなと思っています。一般的な権利化までのグラフがありますけれども、15か

月ということですけれども、これはやはり国全体の知財力を上げるという面ではもう少し

早期審査に力入れていただいたらどうかなと思っています。 

 それには、審査官の増員がいいのか、あるいは先行文献調査なのか、そういった調査能

力を上げるとか、それから、少なくとも審査官の負担を減らしながら審査期間を短くする

と、そういった対策が必要ではないかなあと思いますが、いかがでしょうか。 

○益分科会長 ありがとうございます。どうぞ。 

○今村調整課長 どうもありがとうございます。審査期間につきましては、先ほどもござ

いましたとおり、早いものについては早期審査、それからスーパー早期審査を御利用いた

だきまして、メリハリをつけていただくということかと思っております。 

 それから、権利化までの期間でございますけれども、先ほど名古屋大学の方から御意見

がありました。期間が早くなったり遅くなったりということになりますと、権利化のタイ
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ミングの予見性が低くなるといったところもございますので、短くなった権利化までの期

間を維持していくことが必要かと考えております。こういう中で、早い審査が必要なもの

については早期審査を使っていただければと考えてございます。 

 それから、審査体制の方につきましては、しっかりとこの権利化までの期間を維持でき

るように、体制の整備に最大限の努力をさせていただきたいと思っております。 

 以上です。 

○益分科会長 ありがとうございます。資料の中に、特許審査のところに AIの活用と書い

てあったのだけれども、AIの活用は特許審査の短縮化に寄与しそうなのですか。 

○今村調整課長 ありがとうございます。また後ほどあるかもしれませんが、いろいろな

ところで業務効率が図れるのではないかと考えております。例えば調査、先行技術調査の

ようなところにつきましては、調査すべき文献や情報が増えてくる中で、いかに効率よく

引用できる最適な文献に到達できるかというところが大事になってきますので、こういっ

たところでは AI の力というのは利用できるのではないかなあと考えております。 

 以上です。 

○益分科会長 ありがとうございます。 

 それでは、質疑、資料 1はここまでにさせていただきたいのですが、この後、途中で退

席される委員の方で、まだ説明はしておりませんが、資料 2 から 4について御意見がござ

います場合、御発言いただければと思いますが、いかがでしょうか。 

 どうぞ。 

○増島委員 ありがとうございます。増島でございます。 

 すみません。今日は前半で抜けてしまいますので、資料 2 に関連して、ちょっとコメン

トさせていただければと思います。 

 資料 2 のほうですが、イノベーションの観点に加えまして、経済安全保障も視野に入れ

た知財エコシステムの構築と評価に向けた包括的なミッション、ビジョン、バリューが形

成されたことは、知財行政の歩む先を示すことになるとともに、官民が共通の目標を定め

て協力していくためには大変重要なステップだと考えております。 

 無形資産につきましては、自社開発が必ずしもこの財務諸表に載ってくるということに

なっておりませんので、知財活動を企業価値に反映させることは、テクニカルで非常に難

しい部分があるのですが、そこを対外的なコミュニケーションというのを使っていかなけ

ればいけないというのが、現状、この知財領域の部分での課題と考えています。 
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 対外的なコミュニケーションによる理解を促すためには、いろいろな標準化ですとか共

通ツールといったものが必要になってくると思っておりまして、今回、コーポレートガバ

ナンス・コードの改善ですとか IPランドスケープ手法、具体的なものを提示するというこ

とにしていただけているのは、この標準化もしくは共通ツールの提供という観点から非常

に重要な取組であると考えております。 

 オープンにしていくことで知財価値を増していくという活用方法は全般的に指向されて

いるわけですけれども、この手法は日本の伝統的企業が苦手にしてきたところであると考

えております。令和 6 年の調査方針としまして、政府が専門家派遣するですとか対話を促

すといったことをしていくということで、プロアクティブに民の側が出張っていただいて、

伝統的な日本の企業のカルチャーを変えていく活動を積極的に行っていただくというこの

施策に対しては大いに賛成するところでございます。 

 また、このプロアクティブな活動をイノベーションセクター、つまり、スタートアップ

や VC 業界にも展開されるという活動も今年していただいております。スタートアップは

伝統的企業とは異なって、レガシーがない分、無形資産経営という新しい経営フレームワ

ークをネイティブに実装することができるわけでありまして、それをカルチャーにまで昇

華させることができる存在だと思っておりますが、知財エコシステムの思想をネイティブ

に踏まえたスタートアップを量産していくことによって、スタートアップとオープンイノ

ベーションすることを通じて、伝統的大企業のカルチャーの変革にも大いに効果があるだ

ろうと思ってございますものですから、このスタートアップの知財活動の後押しをすると

いうのは特許庁の新しい政策としてぜひ引き続き力を入れていただきたいと思っておると

ころでございます。 

 最後です。技術の進展がますます早くなってきておりまして、我々、スタートアップを

見ていますと、企業活動がますますスピードが求められているという状況になってござい

ます。先ほどちょっと言及がありました特許のスーパー早期審査の充実というのは、特に

スタートアップ、スピードが死命を決するといってもいい状態ですが、そういうスタート

アップにとって大きな後押しになっていくと感じております。 

ただ、このスタートアップにとってスピードが求められているのは特許だけではなくて、

ブランドの確立という意味で、商標についても実は同じだと考えております。ブランド認

知度をなるべく早く高めて投資を引き寄せるという戦略をとっているスタートアップがい

るわけでございますが、彼らの戦略をサポートするためのスーパー早期審査のようなもの
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が、商標権のところでもきちんと機能するといいと思っておるところです。 

 スーパー早期審査みたいなものが消費統計に実際使えるのかどうか、私、直接使ったこ

とがなくて、ペーパーを見ていると、特許前提で書いてあるように見える一方で、審査全

般のことを書いてあるようにもちょっと見えて、実際どこまでのスコープがこのスーパー

早期審査の枠組みに入っているのかという部分について少し教えていただければというの

が最後の質問でございます。 

 以上です。 

○益分科会長 ありがとうございます。今の御質問で、スーパー早期特許ですか。商標で

すね。 

○増島委員 特許はやっていただいているのですが、商標は多分対象外なのかなあと思い

つつ、ここも非常に重要であるという、今、御質問と意見ということです。 

○根岸商標課長 商標課長の根岸でございます。 

 御意見、コメントいただき、ありがとうございます。商標のほうの考え方といたしまし

ては、今、通常の審査もおかげさまで大分審査期間が短くなっておりまして、それを含め

まして、さらに早期の権利化を希望される場合には早期審査が使えるということになって

ございます。 

 早期審査については、今現在、申請から平均 2 か月ぐらいで最初の審査結果の通知がで

きる状態になってございまして、商標の審査のプロセスを踏まえますとかなり最速の状態

で出させていただいている状態と考えてございます。このような形で、現状、かなり早期

と考えてございますが、引き続き、早期の権利化ということにつきましては、そのような

形でできるように努めてまいりたいと考えてございます。 

 御質問の回答になってございますでしょうか。 

○増島委員 ありがとうございました。大変よく分かりました。 

○益分科会長 ありがとうございます。それでは、加藤委員が挙手されております。加藤

委員、お願いします。 

○加藤委員 ありがとうございます。私も前半で退出ということで失礼いたしますが、私

の立場で申し上げれば、農業とか地方とか、一番特許に今遠いところにいる事業をやって

いまして、その立場から少し、質問というよりは意見を申し上げたいと思います。 

 1 つ、農業とか地方、我々は静岡にいるのですけれども、ものづくりが盛んなエリアに

いると、無形資産に対する価値というのはまだ高くないというのが実情でして、そういう
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意味で、いろんな中小企業向けの補助事業とかも、全部有形のものを買うものに補助が出

るというのがほとんどですね。地方の企業が申し込むような補助事業。なので、本当に無

形資産を価値づけしようとしているのかというのはなかなか余り地方に届いていないので

はないかというのが実態かなと思っています。 

 あと 2 つ目は、我々農業とか地方で言うと、余り VC さんとの接点、スタートアップとは

いえ、ないというのが実情で、VC さんに知財、いろんなノウハウを吹き込んでも、結構地

方に届かないのではないかなというのがあります。都市部はいいでしょうけれども、地方

は、いろんなプレーヤーさんがいて、金融機関とか、いろんな地方の企業に近しいところ

に知財のノウハウをトランスフォームしないとなかなか届きにくい状況はまだまだ続いて

いるかなあと思います。 

 我々も、ちょっと海外に種苗ということで、今、農水省ともお話を始めたところですけ

れども、中小企業の種苗会社さんからすると、今までは種苗というのはなかなか守りにく

くて、他国で展開できない。有名な話が、シャインマスカットとかイチゴとかいっぱい持

ち出されて、ただただ盗まれて終わりです、残念、みたいな形だったのですけれども、そ

れをやはり国として、相当な金額をつぎ込んで新しい品種を出している中で、どう価値づ

けして他国に出していくかという問題は、農業の場合、急にグローバルになってしまうの

ですけれども、グローバルとの調整をしっかり国対国でやっていただけると、種苗会社さ

ん含めて、農業で培った技術が海外展開しやすくなるかなあと感じています。 

 雑駁ですけれども、以上です。 

○益分科会長 ありがとうございます。コメントありますか。農作物系なので。 

○津幡企画調査課長 まず、その前のところから。加藤委員、コメント、質問ありがとう

ございます。まず最初のものづくり系ということで、地方にはなかなか無形資産のところ

が活用できないということでありますけれども、我々としても、仮に中小、あるいは地方

の企業であっても、やはり情報開示しつつ、いわゆる有形資産でない、無形資産の活用が

その企業の評価につながるような形で取り組んでいきたいと思ってございます。例えば金

融機関からの融資等、そういったところでも無形資産の活用というところはぜひ使ってい

きたいと考えてございます。 

 それから、VCに関する御意見がございましたが、地方に届かないというような、そうい

ったところは確かにあろうかと思います。ただ、特許庁で今年度実施しております VCIPAS

という事業の中でも、中央だけでなく地方の VC も含めて対応しているところでございま
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す。引き続き今後も、地方であったり、VC の中にもいろいろなサイズ、規模のところがあ

るかと思いますので、そういったところはそれぞれに合ったような形で対応できればいい

かなと考えてございます。 

 それから農業につきましては、特許庁も農林水産省とも協力をしつつ、今、取組を進め

ているところでございます。資料 2 でも、石川県のところの関係でも、農水とも連携協定

を結んでいるという取組もございます。知的財産権という枠組みの中で知財をどう守って

いくかということを検討していきたいと思っております。 

○益分科会長 ありがとうございます。よろしいでしょうか。 

 鈴木委員も、もうすぐ退席と伺っております。御意見ございましたらよろしくお願いい

たします。 

○鈴木委員 日本弁理士会の鈴木と申します。 

 審査状況等については特に申し上げることはございませんで、よく審査等していただい

ておりますし、意匠の審査出願件数がなかなか増加しないということについても、できる

だけ弁理士会とも協力しながら、徐々にですけれども、これから増えていくのではないか

とは考えておりますし、弁理士もそれにぜひ協力していきたいということを今検討してお

りまして、ぜひとも、意匠はいい権利が取れるということをもっとよく広く知ってもらい

たいということは進めたいと思っておりますので、形に出るように、これは会としても努

力していくつもりでございます。 

 私の方としては、資料 2の中で、特に地方創生で語られている部分について、特にこれ

も決意表明というか、になってしまうのかもしれませんが、四者協定の枠組みをつくって

いただいて、知財経営支援のネットワークというのを非常にうまく活用していければいい

かなということで、弁理士会としても、次年度もその準備を今進めておりまして、先ほど

挙がっていました農業に関しても、農業というよりも農業知財という捉え方で考えると、

特許でもありますし、意匠、商標でも関係してくるような内容が多々ございますので、ぜ

ひともそのような中で結びつけて、なおかつ、我々の強みが比較的外国の制度との結合と

いうのですか、日本とは違う形で農業を保護している国等あるものですから、それとうま

く組み合わせて、日本の制度とうまく接合できるような努力をしていきたいと。それは特

許庁さんと御相談しながら進めていければということで、農業関係というか、農水知財が

多分これからの日本を変えていくかもしれないと思っておりますので、次年度は弁理士会

としてもそういうところに力を入れていきたい。 
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 ほかにも、ここに幾つか挙がっている内容があって、全て協力して進めていきたいなと

考えている内容が多いので、なかなか発言の仕方が困ってしまって、それで、躊躇してい

るうちに時間がどんどん経ってしまいましたけれども、会としては、ここに挙げているも

のを実は次年度の目標に掲げて今進めておるところでございますので、ぜひともこの中で

協力させていただきたいと思っているところでございます。 

 ほかにも、細かいところですが、幾つかございますけれども、今日のところは、ざっく

り見たときには、例えば D＆I の話とか、非常に実は我々も困っている内容ですので、何と

してもこういう取組をこういうところで出していただいて、解決策というかな、構造を変

えていかないとなかなか変えられない。 

 例えば、我々だったら、女性の比率は 2割にも満たないわけです。もともとが 2 割にも

満たないですから、それをどうやって比率を変えていくのかとかいうことも考えていかな

くてはいけないと思っております。ただし、もう待ったなしでやらなくてはいけないとい

う認識はしておりまして、何らかいい方法、いい御提言、この中で出てくる内容をうまく

使わせていただきまして、私どもも頑張ってやっていこうと思っておりますので、ぜひと

もいろんなサゼッションいただけることを期待しながら、この会の中で、我々の成果も含

めて発表できるようになればいいなと考えている次第です。 

 ちょっと雑駁ですけれども、今回はこういう形で発言させていただきます。 

○益分科会長 ありがとうございます。弁理士の中の女性割合が 2割以下ということです

か。 

○鈴木委員 はい。 

○益分科会長 工学部がそもそも 15％しかいないことを考えると多いなあと思って聞い

ていたのですけれども。ありがとうございます。 

 よろしいですか。 

 

3．イノベーションの創出のための知財エコシステムの構築に向けて 

 

○益分科会長 それでは次に移らせていただきます。「イノベーションの創出のための知

財エコシステムの構築に向けて」ということで、事務局より説明をお願いいたします。そ

の後、委員の皆様からの御質問、御意見を伺わせていただきます。よろしくお願いいたし

ます。 
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○津幡企画調査課長 ありがとうございます。それでは、資料 2 について御説明したいと

思います。時間が大分超過してきておりますので、私の説明は、事前に御説明させていた

だいたという前提のもと、ちょっとはしょりながら説明させていただきます。 

 資料 2 の 2ページからですけれども、実はエコシステム強化とあります。企業価値にお

ける無形資産の重要性が高まる中で、そういった無形資産を戦略的に経営に活用していく。

それで企業のイノベーション、稼ぐ力を強化していく必要がある。あるいは、VUCA の時代

においては多様な「知」を結集して、社会に対して魅力的な価値を創造するイノベーショ

ンを創出していくことが必要であるというようなことで、このための知財エコシステムを

強化していくという感じでございます。 

 スライド 3につきましては、気候変動問題であったり、技術の複雑化、融合化、あるい

は AI技術の急速な発展、多様性の促進、いろいろなものが絡み合ってきています。また、

経済安全保障という観点も入ってきてございます。こういった中で、情勢の変化を敏感に

捉えた施策を実行することで、無形資産の価値を高め、多様な主体による知財エコシステ

ムの協創を通じたイノベーション創出を目指しますというまえがきになります。 

 スライド 5から本件に入ってまいります。スライド 5では、先ほど来ありました知財・

無形資産に関するものでございます。こちら、企業価値に占める無形資産の割合が日本で

は 3 割程度、他方、米国市場では 9 割程度とすごい差がありますと。ただ、日本企業にと

っては伸びしろという考え方もできるところでございます。 

 右側では、コーポレートガバナンス・コードにおいて知財投資の開示、あるいは取締役

会による監督といったものが入ってきてございますが、企業におかれましては、まだ対応

が完全にできていないような状況でございます。 

 そこで、スライド 6 ですけれども、内閣府では、こういったコーポレートガバナンス・

コードの改定に伴いまして、この知財・無形資産の投資、活用戦略の開示、ガバナンスの

在り方を分かりやすく示すために、このガバナンスガイドラインというものを公表してご

ざいます。 

 ガバナンスガイドラインの中では 5つの原則と 7つのアクションという形でまとめられ

ていますが、最後、「企業と投資家・金融機関のコミュニケーション・フレームワーク」と

いうところで、企業と投資家等における価値協創をさらに加速させるべく、両者における

共通の枠組みであるコミュニケーション・フレームワークというものが入ってきてござい

ます。これによって、知財・無形資産の投資活用の促進によって企業価値の向上、さらな
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る投資資金の獲得というところを目指してございます。 

 続きましてスライド 7 は、特許庁において知財経営に関する調査の成果ということです。

事例集をこれまで出しておりましたという説明と、あと、昨年度の実績として、知財経営

の実践において出てきた 2つの課題、これは知財に対する意識のギャップであったり、知

財部門と経営層の間での情報のギャップ、こういったところで知財部門の役割モデルを再

定義するとともに、経営層、知財部門との間で濃密な議論を繰り返すことが重要だという

ことをうたわせていただいてございます。 

 スライド 8では、今年度さらに知財経営の実践と開示ということを行ってまいりました。

左側になりますけれども、知財・無形資産を活用するためには、下に記載していますけれ

ども、本質的な強みを掘り下げて、それから将来像と本質的な強みをひもづける。そして

知財・無形資産、投資・活用戦略の検討及び実践というところにつなぐ。この 3ステップ

を循環させることが重要である。 

 そして、役割としては、知財部門は単に特許を管理するだけではなくて、自社の知財・

無形資産としての強みを特定し、他部門と伴走することで各部門の課題解決を支援する役

割を担う、こういった役割が求められている。 

 それから 3つ目としては、その情報を開示することで、もちろん企業価値の向上という

ところはありますけれども、それに加えて、知財マインドが全社に浸透し、知財・無形資

産の活用を社全体で進める環境構築につながる、こういったところを今まとめているとこ

ろでございます。まとまりました報告書と、あと事例集につきましては、今年度まとめて

おいて、来年度早々には公表する予定でございます。 

 それから、右側、先ほども委員の御発言ありましたけれども、IP ランドスケープの具体

的な手法ということで、こちらも調査を行ってございまして、企業における IP ランドスケ

ープの実際のものというのがなかなかよその会社では見られないというところで、こうい

ったものを分かりやすく具体的に見せるように、仮想事例というものをつくって、ガイド

ブックを公表する予定でございます。 

 仮想事例としましては、新規事業創出、あるいは事業戦略策定、買収候補抽出、この 3

パターンにおいて、こういうときにどういったツールを使ってどういうことをするのか、

まとめているところでございます。公表後はこれを用いて周知を図って、各企業における

IPランドスケープの普及に努めてまいりたいと考えてございます。 

 それから、知財経営の最後、スライド 9 ですけれども、来年度の調査方針ということで、
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先ほど、ガバナンスガイドラインの中でコミュニケーション・フレームワークという話が

ございました。こちらに沿った対話、あるいは知財経営の適切な開示というところを来年

度取り組んでまいりたいと思っております。 

 それから、スライド 10、グリーン・トランスフォーメーション関係でございます。こち

らも気候変動に対する取組というものは企業にとっても重要ですし、コーポレートガバナ

ンス・コードにおいても、こういった問題に対する社会改善に向けた取組というところを

客観的に示すことが求められてございます。特許庁では、2022 年にこの GXTI というもの

を公表して、活用を促しているところでございます。 

 スライド 11は、GXTIを使って特許庁で調査した結果ということで記載してございます。

こちら、用いることで、マクロの調査になりますけれども、国ごとにどの技術分野が強い

とか、あるいは年次を追って、どこの国が強くなったとか弱くなったとか、あるいは企業

ごとのリストとか、そういったものを公表してございます。 

 そして、GX の最後、スライド 12になりますけれども、この GXTI は今後やはり企業の方

に活用していただきたいということでお知らせするものです。この GXTI を使うことで、企

業にとっては、自社の有する GX 関連の強み、弱みを把握できる。そして、投資家に対して

自社の研究開発能力の優位性を特許情報を用いてエビデンスベースで説明できるというと

ころが使えるものと考えてございまして、民間の活用例ということで幾つか記載してござ

いますが、そういったところで使っていただくとともに、今後さらに国内外への普及を目

指すとともに、GXのさらなる改善等を考えていきたいと思ってございます。 

 それから、スライド 13 からはスタートアップの支援になります。こちら、皆さん御存じ

だと思いますけれども、IPAS というスタートアップを支援するプログラムをこれまで実践

してきてございます。知財の専門家とビジネス専門家をセットにして、メンタリングチー

ムを派遣するという取組でございます。さらに、今年度から、特に VCに対して知財専門家

を派遣するというところを取り組んでございます。VC によっては、ビジネス目線を踏まえ

た知財戦略構築の支援というのはなかなか知見がないということで、VC に対して派遣をし

ているところでございます。来年度は 15 の VCに派遣をする予定でございます。 

 スライド 14、IPAS の取組についてのまとめでございます。これまで 6 年間実施してき

て、104 社に対して支援を行ってきました。特許の件数、あるいは資金調達と企業数、こ

こに記載されているとおりです。EXITまで 2 社到達してございます。 

 IPAS につきましては、6 年度、この 4 月から INPIT の方に移管されるということで、
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INPIT の窓口の専門家と連携をして、シナジーを向上させて、スタートアップ支援をさら

に強化していくということでございます。さらに使いやすくなるように、公募の受け付け

タイミング等についても、記載のとおりで改善を図ってございます。 

 それから、スタートアップ支援のところで IP BASE というものでございます。スタート

アップと知財専門家、支援者とのコミュニティをつくるものということで、これまで取り

組んできてございます。詳細は割愛いたします。 

 それから、スライド 16、スタートアップと大学、いろいろ共同研究を行うケースがござ

いますけれども、そういったところの契約ノウハウというところが不足している場合がご

ざいます。ここで特許庁としてモデル契約書というのを公表してございますが、今年度は

さらにそれを分かりやすく示す解説パンフレット、マナーブックといったものを作成して

ございます。今後はこれらを用いまして周知してまいりたいと思っております。 

 それから、スライド 17、こちら、新しい取組になります。スタートアップに対するプッ

シュ型支援ということで、特許の審査の段階では面接審査、あるいはスーパー早期審査と

いったものがございますが、その制度を知らないスタートアップの方も多くいらっしゃい

ますので、出願して、審査請求を行ったスタートアップに対して特許庁側からアプローチ

して、こういった支援策について御紹介し利用を促していくということで、今年の 4 月か

ら本格実施ということでございます。 

 それから、スライド 18、地方創生と書いてございますが、先ほど鈴木委員からも御発言

ありましたけれども、地域知財支援ネットワークというものを構築してございます。昨年

3月に、特許庁、INPIT、弁理士会、日本商工会議所、この四者がこのネットワークを通じ

て、地域の中小企業、スタートアップの知財経営支援の強化・充実に取り組んでいくとい

うことを宣言してございます。 

 それから、スライド 19、こちらは連携協定という話でございます。福島県と石川県ござ

います。福島県につきましては、福島県、特許庁、福島イノベーション・コースト構想推

進機構との間で協定を結びまして、下に書いています普及啓発、人材育成、実務支援、企

業に対する支援を行ってまいります。 

 それから、石川県に対しては、先ほどお伝えしましたが、植物新品種の知財の管理につ

いても専門家を派遣する等の支援をしていくということで、石川県、特許庁、農林水産省、

北陸農政局、中部経済産業局との間で提携したものでございます。 

 これらを通じて、全国に広く共有されるような地域支援のロールモデルというものを目
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指してまいりたいと思います。 

 さらに地方創生の文脈では、こちらも 4月からの取組になりますけれども、地域におい

ては知財を活用して企業が稼ぐ力を向上させるには、そういった地域の支援機関を巻き込

んでリードしていく、そういう人材というものがなかなかいないということで、この事業

においては、プロデューサーチームを形成して、それを地域に派遣するという取組でござ

います。 

 左側の円にありますように、プロデューサーチームは、その地域において、先ほどの 4

者連携も含めて地域のネットワークというものを構築してまいります。また、右側の円で

すけれども、プロデューサーがこの四者連携支援ネットワークを使いながら地域の中小企

業、スタートアップに対する個社支援を行い、地域における知財・イノベーションを創出

していく。こういったものを通じて、その地域における知財エコシステムを構築していく

といった取組でございます。将来的には持続的な知財活用の促進を目指す、そういった地

域をモデル地域として創出していきたいと考えてございます。 

 それから、スライド 21 につきましては、その知財経営支援ネットワークの構成する一つ

の機関であります INPIT につきまして、今回、INPIT 法改正もあるということで紹介にな

ります。 

 スライド 21 につきましては、AsIs とありますが、現状、第 5 期の中期目標期間という

ことで、こちらに記載しています第 1、第 2、第 3 の柱に沿って支援等を行ってきてござい

ます。 

 これがスライド 22 では、ToBe ということで、第 6 期、この 4 月から始まりますけれど

も、あるべき姿としましては、権利取得・戦略活用支援事業の見直し/強化というところを

第 1 の柱に掲げるということで、様々な取組を進めてまいります。 

 スライド 23はそれを、各セグメントごとの業務と書いてございますが、4本柱ですかね。

まず 1番目の柱としては、知財課題発掘、それから形成、戦略的活用、この支援のところ

を、柱を組み直しまして、こちらでワンストップで支援する支援エコシステムを形成する。

IPAS の事業についてもこちらのほうで読み込まれます。 

 それから第 2、第 3 は、今までありました情報提供と人材育成、第 4 は特許行政への貢

献ということで、これを踏まえてイノベーションを促進する社会の実現を目指してまいり

ます。 

 続きまして、スライド 24 になります。こちら、I-OPEN プロジェクトということで、環
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境問題とかそういった社会課題に取り組むソーシャルイノベーター、我々、I-OPENER と呼

んでいますけれども、こういった方が知財、ビジネスに精通した専門家の伴走支援を受け

て、知財を活用しながら社会課題を解決するプロジェクトというものを実施してございま

す。 

 次のスライドで、その実績として、これまで 3 年間で 31 社に対して伴走支援を行って

きたという状況です。こういった取組の実績とその仕組みのデザインが評価されて、2023

年度にはグッドデザイン賞を受賞させていただいてございます。 

 こういった取組を踏まえまして、スライド 26 になります。来年開催予定の大阪関西万博

におきましても、知的財産の活用による社会課題の実現ということで、この I-OPENプロジ

ェクトの成果等を、それ以外にも社会課題の共創に役立つ新技術等を展示するということ

で、特許庁も、会期期間中の 1週間程度、ブースを出しまして、会場を設置しまして、展

示・実演等を行ってまいります。 

 それから、スライド 27 は D＆I ということで、多様性と包摂性ということになります。

スライド 27 は背景情報になります。なかなか日本においては発明者に含まれる女性の出

願の割合が少ないとか、女性研究者がそもそも少ないというデータがありますけれども、

企業においては、ダイバーシティの推進というところは今後の取組としてふさわしいとい

うところもございますので、今後、D＆I の活動を増やしていくということです。 

 スライド 28においては、今年度、特許庁で実施しています調査の内容になります。左側

が知財エコシステムにおけるジェンダーの多様性と包摂性に関する調査ということで、知

財エコシステムを構成する女性を中心とした 20 名以上の方からヒアリングを行ったもの、

それを取りまとめているところでございます。 

 イノベーションに対するダイバーシティの意義としましては、多様性のあるチームで取

り組むことによって、左が、まず、イノベーションの種となる多様なニーズが捕捉できる。

それから、イノベーション創出に向けたアプローチということで、多様なシーズを創出す

ることができる。それから、多様な視点から磨き上げることで知的財産として価値を高め

ることができる。こういったところにつながっていく。そのためには、環境整備とマネジ

メントの意義ということで、ここに挙げられているようなことが出てきてございます。 

 それから右側、発明者のチームの多様性に着目した特許の質や量に関する調査というこ

とで、こちら、今調査中ですが、発明者のチームの多様性がある場合にどういった効果が

あるのかというところを統計学的に分析しているところでございます。 



 

- 26 - 

 こちら、両方とも取りまとめが終わりましたら公表する予定でございます。 

 さらに、一番下、「今後」とありますけれども、今後も、こういった D＆I に関する調査

というものを行っていく予定でございます。 

 スライド 29 は特許庁内の話になります。特許庁の中でのデザイン経営プロジェクトの

中に D＆Iチームというものをつくりまして取組を進めているというものでございます。 

 国際連携ということで、USPTO 等が行っているプログラム等に参加して、そういった情

報を収集しているところでございます。 

 それから、スライド 30 からは国際的な取組についての説明になります。特許庁として

も、企業活動が国籍や国境を超えて日本企業の海外進出が進む中で、こういった日本企業

が海外でも知財権を円滑かつ予見性高く取得しやすい、活用しやすい環境を構築する必要

があるというものでございます。 

 先進国については、特に日米中韓で 8 割以上特許出願があるということで、政府の運用

調和というところが大事になりますし、新興国、途上国についてはそれぞれの知財システ

ム整備というものが課題となってございます。 

 スライド 31は、特に先進国の対応ということで、特許、意匠、商標それぞれ五庁の枠組

みの中で、都度、特許権に対しての議論を行っているところです。G7 知財庁長官級会談と

いうのが昨年 12 月にありましたけれども、こちら、メタバース空間上で開催するという取

組も行ってございます。 

 スライド 32、新興国・途上国に対する支援につきましては、古くは 1996 年から研修と

いうものを提供して、途上国との知財制度及び運用を支援しているというところです。引

き続き、ASEAN をはじめ各国の協力を進めているところでございます。 

 それから、スライド 33、WIPO との協力ということで、WIPO に対して任意拠出金を拠出

しているところでございますが、WIPO GREEN、それから WIPO ジャパンファンド、記載さ

れているところでございます。WIPO GREEN につきましては、マッチングの支援というこ

とで、成功事例を増やすために特許庁からも担当部署に人を配置するなど協力してまいる

予定でございます。 

 それからジャパンファンドの関係では、スタートアップ支援協力というものが WIPO と

の間で署名したということになります。こちらも引き続きこういったものを通じて途上国

等の中小企業、スタートアップの支援を行ってまいりたいと思います。 

 スライド 34は、中小企業、スタートアップ、大学が海外に権利化する際の補助金の話に
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なります。これまでも制度としてありましたが、6 年度からは公募時期を変更して、より

使いやすい事業とする予定でございます。 

 スライド 35は、特許庁の職員が海外におりますので、こういったところと相談、あるい

は情報収集で各企業を支援してまいりたいと思います。 

 スライド 36から AI対応ということで、AI 技術の進展を踏まえた発明の保護の在り方へ

の対応ということで、推進計画にも記載されているところで、この 3 つの項目について取

り組んでございます。 

 最初の調査研究というところでございますが、スライド 37 で、調査項目、（1）から（3）

まで記載してございます。 

 スライド 38で、その調査研究の報告は今まとめているところですけれども、概要として

は 38 に記載のとおりでございます。特に AI の利活用の状況につきましては、まだまだ現

在の AI の技術水準では発明の創作に人間の関与が一定程度必要である。AI が自律的に発

明するような例はなかった。あるいは（2）では、進歩性判断への影響についても、これま

での考え方で適切な判断ができるのではないか。それから、（3）のところでは、人間の関

与が一定程度必要であるということから、発明の技術的特徴部分の具体化に創作的に関与

した者を発明者とする現行の発明者要件の考え方で対応可能ではないかというような背景

があったというところでございます。こちら、取りまとめたら、また公表する予定でござ

います。 

 それから、スライド 39 は AI 審査支援チームの体制強化ということで、AI 担当官を配置

してございますが、昨年 10月、39名に増員したというところと、あと今年の 4 月から AI

担当官に研修・助言を行う AI アドバイザーという外部有識者の方を置く予定でございま

す。そういったところで強化をしてまいります。 

 それからスライド 40、審査事例の拡充ということで、新たに生成 AI とか、マテリアル

ズ・インフォマティクスを含む 10の事例を追加する予定でございます。 

 スライド 41は、特許庁の中で AIを活用した取組ということの紹介になります。特許、

意匠、商標それぞれ審査の段階において活用を進めているところでございます。 

 スライド 42は、その特許について紹介するものでございます。分類付与の段階、先行技

術調査、検索の段階、スクリーニングの段階、それぞれ AIを活用して効率を図るというこ

とで取り組んでいるところでございます。まだ試験的に実証を行っているという段階では

ございますが、日々、フィードバック等を通して精度向上を図っているところでございま
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す。 

 それからスライド 43、特許出願非公開制度ということで、令和 4年に成立した経済安全

保障推進法に基づく特許出願の非公開制度、今年 5月 1日から運用開始ということで、今

準備を進めているところでございます。特許庁においても、一次審査であったり、あるい

は保全審査の中で協力というところを行いつつ、保全審査されたものについては出願公開

を求めるという対応となってございます。また、出願人の方におかれましては、この特定

技術分野に該当する発明は外国出願が禁止されているというところを御注意いただきたい

と思います。 

 スライド 44は特定技術分野の概要ということで、説明は割愛いたします。 

 スライド 45 ですけれども、運用に向けたスケジュールということで、今年の 5 月 1 日

の運用開始に向けて、今、各地でセミナー等を行っているところでございます。 

 スライド 46は、特定技術分野に該当する発明は外国出願禁止ですよという、お知らせす

る紙になります。 

 最後、特許庁の MVV の策定ということで、我々、特許庁職員が同じ方向に向かって進む

旗印としてこういったものを掲げてございます。今後も時代の流れに合わせて必要な改定

を行っていくことを考えてございます。 

 長くなりましたが、以上で資料 2 の説明は終わりたいと思います。 

○益分科会長 ありがとうございます。 

 それでは、資料 2 に関する質問、御意見をいただきたいと思います。では、藤木委員、

よろしくお願いします。 

○藤木委員 ありがとうございます。 

 説明ありがとうございます。本当に多岐にわたった活動をされていて、感謝以外、言葉

はないのですけれども、幾つか個別に、コメントにはなりますけれども、させていただけ

ればと思っております。 

 まず 1 つは生成 AI の関係ですけれども、これは他の委員からも既に言及がありました

が、こういった新しい分野に関しては、国際的なハーモナイゼーションというか、そうい

ったものが非常に重要だと思っております。例えば明細書の記載要件等にギャップがあり

ますと、後々の外国含む全体での権利化であったり、その海外での権利行使においてトラ

ブルになりますし、進歩性、新規性といった実態審査のところでも、こちらは国内で基準

が厳し過ぎますと、日本で特許にならないから出願やめようということになってしまって、
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国内の特許がなくなる一方で、海外の競合会社は積極的に取っている。そうしますと、グ

ローバルのライセンス交渉において日本国内の企業が劣性に立たされるといったことがあ

る。逆に、緩過ぎますと、海外での権利行使の際にどんどん特許が無効になってしまって、

いろいろトラブルになりますので、先を見据えたハーモナイゼーションというのは必要で

はないかと思っております。 

 あと、経済安全保障の観点ですけれども、非公開特許制度が導入されるということであ

りますけれども、私、ライセンスの会社をやっている観点で申し上げますと、非公開特許

というよりも、特定重要物資の安定供給というのが安全保障ということでは求められてい

ると思っておりまして、そういった安定供給において特許の視点で、例えば差止請求権で

あったり、外国等への特許の譲渡であったり、そういった特許の処分取扱いについて安全

保障の観点からどのように考えるべきなのかというのが今気になっておるところでござい

ます。 

 あと、モデル契約書に関しましても非常に有用だと思っておりまして、これは共通言語

でお互いに交渉できますし、スタンダードな基準ができるということで非常にすばらしい。

ただ、これはあくまでゴールではなくて、それを使うことがスタートだという視点で皆さ

ん多分お考えになっていると思いますけれども、改めて、大学の方にもそういう意識でい

ていただきたいと思っております。基本的には、企業でもライセンス交渉というのは双方

にとって受入可能な条件をどう取らせていくかというか、フレキシブルに対応していくか

というところが重要になりますので、あくまでモデル契約書というのはスタートラインだ

という理解でおります。 

 あと、プッシュ型の支援につきましても非常に興味がございまして、今回、福島県のス

タートアップを優先的に支援されるとお聞きしましたけれども、1 つは、どういうスター

トアップを支援対象に選んでいるのかとか選ぶのかと、そういったところは特許庁のノウ

ハウであったり、例えば IPAS とか、VC－IPAS、そういったところからフィードバックを受

けていろいろ考えられていると思っておりますので、そういったノウハウとか特許庁の考

え方というのはどんどん積極的に公表していくことが、よりスタートアップのレベルアッ

プにもつながるという点と、あと、地方創生という観点でも、こういった仕組みをより地

方のスタートアップに展開していくというのは非常に地方創生という観点ではすばらしい

取組だと思っております。経済とか人口とか、東京に割と一極集中に近いですけれども、

テクノロジーとかスタートアップというのはそれほど集中というよりも、地方により広が
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っている部分が多いと思っていますので、ぜひそこにも力を入れていただければと思って

います。 

コメントだけですけれども、よろしくお願いします。 

○益分科会長 ありがとうございました。それでは、オンラインで参加されている竹中委

員、廣田委員が挙手されております。竹中委員からお願いできますでしょうか。 

○竹中委員 ありがとうございます。事前にもコメントを提出しておいたのですけれども、

ここでちょっと発言させていただきますと、まず、GXTIにつきましては、日本企業のサス

テナビリティ、この分野では日本は余りよく評価されていないので、ぜひ海外投資家等に

アピールする上でも有効な取組なので、今の時点では日本独自のシステムと聞いています

けれども、これが世界展開されて、情報開示を有効にできるようにしていただければと希

望しております。 

 あと 2 点目、多様性ですが、私、この調査委員会の委員長もしていますが、今、御紹介

いただいたように、イノベーションに非常に有効なインパクトを与えているということが

インタビュー調査で確認することができました。この結果が実証研究等により客観的デー

タで確認していくとともに、今回はジェンダーの多様性に焦点を当てましたけれども、こ

れからはもっと海外から優秀な人材を日本に引き寄せるために、いろいろな分野に調査研

究を拡大していくべきだと思っております。 

 それと、最後になりますけれども、3 点目は AI 技術の進展を踏まえた発明の在り方とい

うことです。発明者の認定というか、AI 発明か、または AI を利用する人間による発明か

という基準について、2024 年 2 月 23 日に、皆さん御存じのように、アメリカ特許商標庁

が具体例を示した AI を利用した発明の発明者認定ガイダンスというのを公表しました。

ぜひ日本の特許庁もなるべく早く具体例を示した同様の審査基準を公表する必要があると

思います。 

 アメリカがこのように具体的な例を示してきたので、恐らく日本の出願人もこれに合わ

せた形で出願を用意するような、発明者を認定していくような実務になるかと思います。

田村先生ともちょっと議論になりましたけれども、日米の基準に私は差があると思ってい

ます。でも、私が委員をしている構想委員会のほうから特許庁の見解として出されたもの

というのは余りアメリカと違わないような形になっているのです。 

 それであれば、アメリカの基準をそのまま使えばいいのかもしれないのですけれども、

もし違うのであれば、早急に具体例を示していただければなということを感じております。
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アメリカと違いまして、日本の場合には発明者認定基準の判例が少ないですので、具体例

を示した基準の公表は、なかなか難しいところもあるかと思いますが、判例を待っていた

ら、それまで出願人が混乱するので、ぜひ早急に何らかの具体例を示した審査基準をつく

って公表していただければと思います。 

 さらに詳しい内容については書面で事前に提出しておりますので、そちらのほうを御参

考にしていただければと思います。ありがとうございました。 

○益分科会長 ありがとうございます。まず、オンラインで廣田委員に御発言いただいて、

会場の委員にお伺いします。 

○廣田委員 ありがとうございます。御説明ありがとうございました。 

○益分科会長 廣田さん、今日初めて御参加ですので、一言御挨拶を。 

○廣田委員 失礼いたしました。廣田尚子と申します。ヒロタデザインスタジオというデ

ザイン会社をやっておりまして、また、女子美術大学でビジネスデザイン、あるいはもの

づくりの方のプロダクトデザインというものを教えております。どうぞよろしくお願いい

たします。 

 そういった関係で、少しコメントさせていただければと思っております。どういうこと

かと申しますと、実は先ほど御説明の中にありました I-OPEN がグッドデザイン賞を受賞

されて、おめでとうございました。偶然なのですけれども、私はグッドデザイン賞の審査

員を長年、10 年ほどさせていただいている中で、たまたまこの I-OPEN の審査を担当して

おりました。そのときのコメントなども少し交えながらお話しさせていただければと思っ

ています。 

 この I-OPENは、先ほどの御説明にもありましたけれども、プロデューサーがついて、専

門家のチームで支援して、一つのプロジェクトを成長させていくというモデルになってお

ります。これによって、私どもで審査している中で、大変質の高いロールモデルができて

いること、それが幾つも定期的にある量で生まれていることが非常に価値があると思って

おります。 

 知財の特許の取得件数が増えることも確かに大事なことではあるのですけれども、質の

高いビジネスの完成形のロールモデルができていて、その中にどう知財が混ざっているの

か、織りなされているのかということが分かる質の高いロールモデルが多く生まれること

は、今後の後続の世代の方々にとっての日本の価値を押し上げる非常に大きなイノベーシ

ョンの大本になっていく、源泉になっていくというところで、この I-OPEN という活動、す
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ばらしいということで受賞されているところですので、先ほど、地方創生のほうでも、プ

ロデューサーが入ったチームを組んで支援する体制をつくられて、そういったことがスタ

ートしていくというお話がありましたので大変期待しておりまして、そういった質の高い

ロールモデルをつくられるような支援というのは、大変労力も要り、続けていくことも大

変かと思いますが、むしろぜひとも拡大させていただきたいとデザイン業界では思ってい

るというところをお伝えしたいと思います。 

 以上になります。 

○益分科会長 ありがとうございます。それでは、会場の長澤委員。 

○長澤委員 すみません。時間も押しているようなので手短に。 

 藤木委員がおっしゃったように、多様な取組をしていただいて、ありがとうございます。

それぞれについて非常に感謝しているという前提で聞いていただきたいのですけれども、

幾つか産業界の声もお伝えいたします。 

  1つ目は、スライド 10から 12の GXTIに関するものです。まさにこれは活用できると

思うのですが、中には、出願人としてはグリーンテクノロジーに関連すると思っている件

が分類の中に入っていないというような不満の声も若干聞いております。ぜひ産業界と対

話していただいて、きめ細やかな分類の設定を続けていただきたい、というのが 1 つ目で

す。 

 2 つ目はスライド 30 から 31 のところですが、先ほど中村委員が少し話されたハーモナ

イゼーションに関するものです。特に EPOと日本とでは、先ほどの G06 以外の分野でも、

審査基準がかなり違うと認識しております。例えば、PPH を活用してもなかなか特許にな

らないというのがヨーロッパの現状です。もちろん日米間もかなり違いますが、ヨーロッ

パのほうが特に相違が目立っています。個社としても、EPO と直接対話しておりますが、

ハーモナイゼーションについては JPOの方でも引き続き努力していただきたいと思います。

これは、竹中委員がおっしゃったように、決して妥協する必要はないと思います。日本の

考え方を守った上で、合わせられるところは合わせていくという考え方がよろしいのでは

ないかなと思っています。これが 2 点目です。 

 3 点目は特許出願非公開制度に関するものです。私は、内閣府の「経済安全保障法制に

関する有識者会議」の委員を務めており、特許出願非公開の制度設計に関わっております

ところ、制度設計に関する特許庁の協力には非常に感謝しております。と申しますのは、

最初、アメリカの秘密特許制度とかけ離れた制度ができそうだったのですが、特許庁から
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の出向者の方がメンバーに加わって戴いたことによって、正常な方向に向かいました。そ

の結果、我々は今、米国の秘密特許制度を扱っているさじ加減でほぼ新制度に対応できる

ような状況、即ち、非公開になる件数になってきたのではないかということで評価してお

ります。 

 ただ、メディアが時々不安を煽るような行動をしております。これについては、内閣府

にもお願いしているのですが、特許庁でもぜひうまくコントロールしていただいて、不安

を煽るようなことがないようにしていただきたいと思います。 

 あと残っているのは損失補填のところですが、これはなかなか難しい問題です。例えば、

海外に出願できなかった結果、第三者が海外で特許を取ってしまい、そこで先願であった

はずの日本出願人が海外で差止めを食らってしまう、というようなケースが想定されると

ころ、そうしたケースにおける損失をどのように補償するのかが議論されています。もと

もと非公開になる件数が非常に少ないので、レアなケースだとは思うのですが、要は損失

と関係が明確なものしか保障しないという形に行きがちです。おそらく、他の省庁から国

庫を使うのだからということで問題視されるとは思うのですが、この点が余りにも厳しい

とこの制度の施行自体の意味が薄れてしまうので、この点気に留めていただきたいと思い

ます。 

これと同じような話で、イノベーションボックス税制がありますこれも基本的に金額が明

確化されているライセンス収入と売却収入だけが減税対象とされています。特許権に関し

ては、令和 6年 4月以降に登録された特許だけが対象になるということで、我々、知財協

会の会員が恩恵を受けることができるような税制にはなっていないと思われます。もちろ

ん、このこと自体は経産省の担当の方もよく分かっていらっしゃるので、今後とも引き続

き検討していただき、知財戦略を真っ当に実行し、そこで産業上の利益を産み出している

会社にも恩恵があるような仕組みに変えていっていただきたいと思っているところです。 

 以上です。 

○益分科会長 ありがとうございます。中村委員、次にお願いします。 

○中村委員 すみません。手短に。3 つですね。2 つがコメントで、1 つが質問です。 

 まず、コメントのほうですけれども、スライド 8のところ、令和 5 年度の御庁の調査結

果ということで、今回、右側のほうですね。IP ランドスケープの具体的手法というのが、

私も外部委員を務めさせていただきまして、非常に突っ込んだ内容で、特に仮想事例とい

うのをガイドブックに盛り込んだということで、具体的に海外企業の 3 社というのを特定
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して、そこの過去に要するに遡って、例えば M＆A をしたときにどういう IP ランドスケー

プをやったらいいかといったような目的別に仮想 IP ランドスケープというのをつくった

というのは非常に実務上企業に役に立つと思っております。 

 ただ、この資料が、資料だけを目で追っても、なかなか頭に入ってこないと思うのです

ね。ちなみに、私ども、有志企業で構成している IPランドスケープ推進協議会も、実は昨

年度からこの仮想 IPランドスケープというのをやっているのですよ。目的別で、こういっ

た仮想事例というのをつくって、かなり事例がたまってきました。従いまして今回良い機

会なので、御庁のこういった今回の調査研究が出されたところで、例えば推進協議会、御

庁にもバックアップいただいておりますけれども、何か共同してセミナーをやるとか、こ

の調査報告書の行間を埋めるような取組をされるともっと普及するのではないかと思って

います。 

 2 つ目のコメントは、先ほどお話のあった GXTI の件なのですけれども、これは IPC をベ

ースにして、国をまたいで同じ条件で検索して母集団がつくれるという非常に便利なもの

ですけれども、その PR が少しもったいないなと思っていて、これはもっと活用できるので

はないかと思うのですよ。今、資料にも事例が紹介されていますが、各国の状況をこのよ

うに分類でこれだけ出願傾向が違うよというのを過去の積み上げで示しても、なかなか傾

向が見えてこないと思います。 

 なので、例えば産業構造がどう時系列で変わってきているかというのに見合った、この

領域のところが各国でどういう出願が出ているかみたいなものを併せて見せるとかの工夫

をされると、企業も取り込みたいと思うのではないでしょうか。もう既にやられている企

業とかもあると思うので、ヒアリング等されて、ちょっとここはぜひ PRしていただきたい

なと思っておりますと。 

 最後、質問なのですけれども、今年度の調査研究のところで、令和 6 年度の調査方針予

定というところに書かれているのですけれども、これは具体的にどういう活動をするのか

というのを教えていただければ幸いです。 

○益分科会長 ありがとうございます。今の最後の質問のところ。 

○津幡企画調査課長 中村委員、質問ありがとうございます。この令和 6年度調査方針は、

進め方としましては、企業に専門家等を派遣して、その中で、今年度、自社の強みをちゃ

んと把握できていない企業が多かったものですから、そういったことがもうできているよ

うな企業を特に対象としまして、ステークホルダーに対してもどのように対話して開示し
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ていくかというところを議論していただいて、実際に開示までいくかはちょっと企業次第

ですけれども、企業に入り込んでそういった取組をしていく予定でございます。 

○益分科会長 ありがとうございます。 

○中村委員 ちょっとすみません。まだちょっと疑問が解決しなくて。これは、やり方を

よく考えないと、現実問題として、冒頭のご説明にあったコーポレートガバナンスのコン

プライはしていても開示が十分でないという話なのですけれども、要するにみんな開示と

いうのを横並びで様子見ているわけですよ。自社の生々しいところを本当に開示かという

と、そこはなかなか裏腹で、そういった状況の中で外部の人間が入り込んでも、なかなか

実行というのが難しいのではないかと思っておりまして、現状の開示、今どの程度開示が

されているのかという現状把握をした上で、どういう入り方があるかというところを少し

遡られて検討を計画されるといいかなと。何となく、入っていっても儀式みたいになって

しまってももったいないと思いますので、我々もすごくこれは悩んでいるところなのです

けれども、外部の方が来て本当に生々しい話を露呈するかというと、それはノーだと思い

ますので。 

 以上です。すみません、長くなって。 

○津幡企画調査課長 ありがとうございます。そういうところも踏まえまして、来年度ど

のようにするか、詳細設計していきたいと思います。基本的には、公募して手挙げてきた

企業に対してやるということだとは思っているのですけれども、そこも手を挙げてこない

と意味がないと思いますので、ちょっと考えていきたいと思います。 

○中村委員 またいろいろ教えてください。ありがとうございます。 

○益分科会長 ありがとうございます。麿委員。 

○麿委員 TOPPANホールディングスの麿です。 

 今の関連。スライド 9 は私も話をしようと思っていまして、ぜひうちに来て、一回話を

聞いていただきたいなと思います。というのは、私、明日、投資家さんと IRの面談があり

ます。今は会社として政策保有株式を減らしなさいというのが大きな流れでして、そうす

ると、やはり投資家さんとの対話ってまさにステークホルダーの中の一つで、おっしゃる

とおりなのですね。売った株をどこかに持ってもらわなければいけないというのが現実問

題として発生する。 

 私ども、決算説明会をやっていましたけれども、去年から IR ⅮAY というのを別枠でオ

ープンにしています。投資家の皆さんの興味があるのは、これから成長事業で伸ばしてい
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きます、もしくは稼いでいくよという事業の中身と新事業の中身ですね。それって知財に

ほとんど絡むので、私どもはパテントマップをつくって、それも説明します。ですから、

まさに今おっしゃったように、企業として出せないゾーンと出せるゾーンがあるので、そ

れは事前に仕分けをしておいて、なおかつ、差別化が図れる状況を理解していただかなけ

ればならないので、というようなやり方をさせていただいています。 

 投資家からは、知財は数でもないですし、やはり闘えるものでなければならないと言わ

れています。ですので、事業部門の担当がそのクオリティと中身を見て、投資家に知財が

成長戦略や差別化戦略に貢献していることを説明できるようにしていくことが重要ですし、

そのような対話の機会を増やしていくようにしたいと考えています。また、スライド 40 の

AI の特許事例については、当社は AI 関連発明の出願を推進しておりますが、今後、業界

別なり分野別でシリーズ化して追加でお出しいただけると非常に参考になるところがある

のではないかなと思います。 

ということで、2件。以上でございます。 

○益分科会長 ありがとうございます。松山委員、お願いします。 

○松山委員 ありがとうございます。簡単に 3 点ほどコメントさせていただければと思い

ます。 

 既に令和 6年度の調査方針で結構議論がなされている中、ちょっとその前の話で恐縮で

すけれども、スライド 7 のほうにあるように、知財経営を実践するための事例集というも

のが毎年度出ておりまして、私、結構読ませていただいておりますが、2023年はこの知財

実践に向けたコミュニケーションガイドブックということで、経営層と知財部門がどのよ

うにうまくコミュニケーションとってくるかというお話が載っておりました。企業の知財

部の方に私自身が御相談受けることが多いのですけれども、経営層と意思疎通がうまくで

きない、知財部の提案を酌んでもらえないというような話があり、それは多分、知財部の

方も、経営層がどういう判断をするか、経営判断する上においてどういった情報が必要か

というのも、ふだん、コミュニケーションで把握する必要があるのではないかと思い、ま

た、経営層としましても、今、知財の可視化とか社外アピールの仕方というのは大変問題

になっている中、コミュニケーションは重要であり、知財部なしには、知財アピールとい

う意味での経営もうまくは進まないということを理解して、ここはコミュニケーションを

とることが不可欠なのではないかなあと思っている中、そういうことに成功している会社

さんも、インタビューの内容などで載っているので、大変参考になるのかなあと思ってい
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たりします。 

 企業の方に聞かれたときに、こういったものが出ていますよと御紹介すると、知らなか

ったりするのですが、アクセス数とかでどのぐらい皆さんがこれを読んでいるのかとか、

紙媒体もあると思うので、配布数なんかで、どのぐらいこういうものが活用されているの

か、読まれているのかというのも分かるのかと思いますので、今まで出したものをどのぐ

らい皆さんが興味持って読んでくれているのかとか、もしいいものなのに読まれていない

ようなら、周知の方法もちょっと考えるということもあり得るのではないかと個人的には

思っております。 

 2 点目は、スライド 39 ですかね。AI 審査支援チームということで、AI 技術は横断的な

部門に関わるので、AI 担当官で構成される AI 審査支援チームというのは大変いい制度だ

なあと思っております。今度また人数も増えるということで、うまくいっているのではな

いかとは思っております。 

 ここに、AI に横断的にいろんな部門に関わる AI の情報が蓄積されていると思いますの

で、今、また別に国際的な比較も調査を行っているということなので、その辺の情報を全

部ここに共有されているのでしょうか。1 か所にしっかりと蓄積して、この支援チームの

中でもどんどん人を育てていくという仕組みをどんどんつくっていくといいのかなあと思

っております。この辺の蓄積された事例なんか、公表されるといいのかなと思っていまし

て、スライド 40 を見ると、ここでは蓄積されたものの事例が公表されていくということな

のですかね。そうすると、出願人としても基準も分かりやすくなりますし、審査官にとっ

ても適切な、透明性ある審査がしやすくなるのかなあと思っております。 

 最後に 3 点目ですけれども、スライド 43 にあるように、特許出願の非公開制度がつい

に始まるということで、今も大分 Q＆A のような形で詳細に説明されているように思いま

すが、今後も、実際に動き始めていろいろと、新しい問題、想定しなかったことも起き得

るのかなと思いますので、皆様の不安をあおらないためにもどんどん新しいものを更新し

ていくといいのかなあと思っております。 

 あと、実際の統計データ的なものも、保全審査に書類送付された件数とかですかね、お

出しいただけるなら、客観的な数字が出てくるといろいろ見えてくるのもあるのかなあと

思っておりまして、どのぐらいのことができるのか分からないですけれども、統計データ

的なものも、一定程度時間たったときに出していただけると参考になるのかなあと思って

おります。 私からは以上です。 
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○益分科会長 ありがとうございます。出雲さん。

○出雲委員 私からは、スタートアップ支援ということで 3 点意見を申し上げます。

重要な順に申し上げたいと思います。まず 1 点目が今日の 16 ページ目のオープンイノ

ベーション促進のためのモデル契約書です。これは大学知財ガバナンスガイドラインとこ

のモデル契約書が両輪となって、我が国の知財流動性向上の肝になると考えております。

御案内のとおり、日本の大学が出願する特許が今年間 7,000 件で、そのうち 83％が死蔵特

許、全く使われていません。この大学発スタートアップ振興の中で最もうまくいっている

東大ベンチャーは現在 371社ありますけれども、その東京大学と京都大学の知財の活用が

40％を超えています。一方でその他の大学、780 ありますが 83％の特許が生かされていま

せん。このモデル契約書とその大学知財ガバナンスガイドラインは流動性を高めるために

ありますから、国際卓越研究大学や地域中核特色ある研究大学強化促進事業の対象大学に

対しては、このモデル契約書とガバナンスガイドラインを徹底する形で、18ページ以降に

あるような地域知財経営支援ネットワークを構築していくことが最も肝要であろうと思っ

ております。 

 この地域中核特色ある研究大学強化促進事業の対象大学に対しては、特許庁やその

INPIT からプロデューサーを派遣したり、連携協定を積極的に結んで、大学の知財を活用

したディープテックを各研究大学から 50 社、スタートアップを 50 社創出するところまで

が、このモデル契約書をつくった意義、その役割だと思いますので、これをそのままひな

型として契約をするようなスタートアップ、大学の事例を 50 社、スタートアップ 50社、

その 50 件、必ずやり切らなければいけないと考えます。 

 私は大学発に限らず、スタートアップ育成 5 か年計画策定の際に毎回申し上げているの

ですが、今我が国のスタートアップが 3,781 社ございまして、64社が上場しました。日本

の知財を活用したディープテックのスタートアップは、50社つくると大体 1社、IPOしま

す。大学の知財を活用したディープテックのスタートアップは非常にヒットする確率が高

いので、何としても 50社つくって、1 社上場してもらう。その上場したスタートアップが

中核となり、知財専門家や各地域金融機関が集まって、スタートアップ、知財活用エコシ

ステムが各地域に構築されていくことになると思いますので、このモデル契約書をひな型

とするということを、まずは地域中核特色ある研究大学という強化促進事業の対象大学か

ら徹底して行っていかなければならないのです。 

内閣府で調べていただいて、今、大体 4分の 3 ぐらい、75％ぐらいはこの知財ガバナン
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スガイドラインとモデル契約書を策定して、いいスタートアップ振興ですとか大企業との

連携、マーケティング、ライセンス契約が結べているという報告だったのですけれども、

一方、25％、4 大学に 1 大学はここまでやっているのに動きません。このモデル契約書や

知財ガバナンスガイドラインを活用しない大学は生き残っていくことができませんから、

しっかり、100％になるように、INPIT や特許庁からも支援、人材派遣ですとか専門家派遣、

プロデューサー派遣、連携協定、うまくいきそうなところはその連携協定を締結して支援

を強化していくということをぜひやっていただきたく存じます。 

 2 点目と 3 点目は簡単に申し上げますけれども、2 点目は、ベンチャーキャピタルへの

知財専門家派遣事業、VC-IPAS についてです。これはもっと派遣しないといけません。5社、

10社、15社という順番に進んでいるのですけれども、スタートアップ育成 5か年計画は 3

分野 59 項目ございます。この 3 分野全てで、5 年で 10 倍というのがスタートアップ育成

5 か年計画の肝ですので、日本のベンチャーキャピタルに対する知財専門家派遣事業もリ

スクマネーを 8,000 億円から 10 兆円にするというのが育成 5 か年計画の肝であります。

知財専門家派遣事業も平仄を合わせて、ぜひ 5社から 15 社と言わずに 50 社、日本の VCに

ディープテックスタートアップ支援の核となりますから、この知財専門家派遣事業、強力

に拡充していただきたいと思っております。 

最後 3 点目、オープンイノベーション促進税制とイノベーションボックス税制について、

これはアメリカや諸外国と比べて、我が国が民間無形資産投資促進を一番劣後しています

ので、強力に推進していくための税制上の要となる政策でございます。イノベーションボ

ックス税制の対象所得については、諸外国並みの J スタートアップ認定企業ですとか、IPAS

で支援しているスタートアップ、特許法上の中小企業、IT ベースで表彰したスタートアッ

プ、こういった見込みのある、重点的に支援しなければいけないスタートアップの所得に

ついては、知財からの所得に限定することなく、諸外国並みの所得全般に対してこのイノ

ベーションボックス税制の対象所得を広げるべきだと思っておりますのでコメントさせて

いただきました。 以上です。 

○益分科会長 ありがとうございます。すみません、アレンジ悪くて、時間があれですが、

狩山委員は挙手されているので、簡単にお願いできますか。 

○狩山様（藤原委員代理） 狩山です。

国際的な取組の中で、中国における冒認出願が結構あるのではないかと感覚的に感じて

います。中国の場合、特許だけでなくて、実用新案制度があって、無審査で権利化される。
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冒認出願するということによって、中国での事業って結構阻害されているものが多いので

はないかなあと。国として、そういった中国政府に対する働きかけみたいなものは何か考

えられているのであれば教えていただきたいと思います。 

 以上です。 

○益分科会長 ありがとうございます。今の、簡単に、簡潔に御回答をお願いします。 

○松下国際政策課長 コメントありがとうございます。御指摘の点につきましては、相手

国との意見交換の場で、特許庁のほうからも対策を強化するようにということは申し上げ

ておりますし、産業界と併せて、そういった要望を伝えているところです。今後ともその

御指摘の点について対策を検討してまいりたいと考えております。ありがとうございます。 

○益分科会長 よろしいですか。 

 山田委員、何か御発言あれば。 

○山田委員 後ほどメールするというのでもいいのですけれども。 

○益分科会長 ではよろしくお願いいたします。ありがとうございます。 

 

4．各小委員会の報告 

5．産業競争力強化法等の一部を改正する法律案のうち INPIT 法関連箇所について 

 

○益分科会長 それでは、大変申し訳ございません。小委員会の報告、資料 3 について事

務局から報告いただきます。3をやって、4も一緒にやっていただければと思います。お願

いします。 

○津幡企画調査課長 時間押していますので、本当に概略のみということで、この 1年間、

分科会の下にあります小委員会におきまして、この 4 つの小委員会で議論がありましたと

いうことで、報告になります。 

 1 つ目、弁理士制度小委員会ということで、記載のとおりでございます。 

 2 つ目、品質小委につきましても、特許、商標、品質体制のところの評価についての御

審議がありました。 

 それから、不正競争防止小委員会の報告というところでは、令和 5 年の不競法改正に伴

って、その後の関係資料の改定とか、そういったところを議論がなされてございます。 

 それから 4番目、財政点検小委につきましては、特許特別会計の財政運営の状況等とい

うことで、グラフとしてスライド 12 にありますけれども、剰余金のところにつきまして、
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ピンク色になりますけれども、料金値上げとか歳出の削減という取組をもちまして何とか

状況としては好転してきたという状況でございます。 

 小委員会からの報告は以上になります。 

○細川総務課長 資料 4 も簡潔に申し上げます。 

 今国会に提出されてございます法案、特許庁関係ございますので、簡単な御報告です。

今年はいわゆる制度は出ておりませんので、組織の関係でございますが、産業競争力強化

法、経済産業省の一丁目一番地の法律でございますが、こちらの中に INPIT が位置づけら

れるというところが 1 点でございまして、おめくりいただいた紙の青いところ、大きな柱

の左下、今回、中堅企業が大きな政策のテーマになっているということで、特に国内投資

に積極的な中堅企業者に対して INPITが助成、助言するということ。 

 あと、右下、（3）でございますが、こちらで標準化と知的財産を活用した市場創出、す

なわち、オープン＆クローズに関して大臣が認定して、こちらに対して INPIT、併せて NEDO

が助言するという内容になってございます。 

 加えまして、こちらの法律で INPIT法そのものについても改正を加えさせていただいて

ございまして、名前のとおりの今までの主要業務であります情報提供、研修業務に並びま

して、中小企業に対する助言、さらに、今回、助成というものをできるようにするという

形で業務を加えてございます。 

 こうした、先ほどの産競法も含めて、国会を通過すれば、さらに求められる役割、期待

が高くなるということで、しっかり関係機関と連携してまいりたいと考えてございます。 

 以上でございます。 

○益分科会長 ありがとうございます。 

 時間も押しているのですが、資料 3、4 で特に御発言のある方いらっしゃいますか。 

 よろしいですか。 

 どうもありがとうございます。大変申し訳ございません。時間が少し過ぎてしまいまし

たが、本日予定いたしました議事は以上でございます。 

 最後に事務局から何かございますか。 

○津幡企画調査課長 すみません。時間を超過してしまいまして。皆様からいただいた御

意見につきましては、担当のところで精査させていただきたいと思ってございます。 

 本日の議事録に関しましては、委員の皆様に御確認いただくよう、後日、事務局からお

送りさせていただきます。 



 

- 42 - 

 以上になります。 

○益分科会長 ありがとうございます。いつものことではございますが、事務局には本日

出た意見を踏まえて特許行政の新たな施策検討など、スピード感を持って進めていただき

たくお願いいたします。また、必要に応じて小委員会等での検討をお願いできればと思い

ます。次回の分科会の日程につきましては、改めて皆様に御連絡するということになって

おります。 

 

6．閉  会 

 

○益分科会長 以上をもちまして、産業構造審議会第 19 回知的財産分科会を閉会させて

いただきます。本日はどうもありがとうございました。オンラインの方も大変ありがとう

ございました。 

 

                                 ――了―― 

 




